
                                                      海上自衛隊達第１９号 

 海上自衛隊車両管理運用規則を次のように定める。 

  令和４年３月２５日 

                                              海上幕僚長 海将 山村 浩  

   海上自衛隊車両管理運用規則 

 海上自衛隊車両管理運用規則（昭和３９年海上自衛隊達第１７号）の一部を改正

する。 
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   第１章 総則 

 （趣旨） 



第１条 この達は、海上自衛隊において使用する車両の管理及び運用に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

  (1) 車両 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定す

る自動車のうち、別表に掲げる自動車（同法第４条の規定による自動車登録フ

ァイルに登録を受けた自動車、自衛隊の使用する自動車に関する訓令（昭和４

５年防衛庁訓令第１号。以下この号、第９条、第１０条及び第２１条において

「自動車訓令」という。）第３条及び第６条の規定により自動車番号及び標識

を付した自動車及び自動車訓令第７条の標識を付した自動車に限る。）をいう。 

  (2) 部隊等 車両を装備する海上自衛隊の部隊及び機関（海上幕僚長の監督を受

ける自衛隊地区病院を含む。）をいう。 

  (3) 道路 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道路、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第８項に規定する自動車道及

び一般交通の用に供するその他の場所をいう。 

  (4) 操縦 道路又は道路以外の場所において、車両をその本来の用い方に従って

用いることをいう。 

  (5) 運行 部隊等の任務を遂行するための手段として車両を使用し、かつ、その

任務達成のため車両を操縦して人員若しくは貨物を輸送し、又は特定の作業に

従事することをいう。 

  (6) 安全運転管理者等 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７４条の３

に規定する安全運転管理者及び副安全運転管理者をいう。 

  (7) 車両責任者 部隊等において車両の管理、運用その他必要な事項を行う者を

いう。 

 



第３条 削除 

 （部隊等の長の責務） 

第４条 部隊等の長は、当該部隊等の車両の装備状況に照らし、及び車両の利用目

的等に応じて、適切に車種、型式等を選定し、積載効率又は作業効率の向上に努

めなければならない。 

２ 部隊等の長は、安全運転管理者等及び車両責任者を指導監督し、安全運行の推

進に必要な施策の実施に努めなければならない。 

３ 部隊等の長は、警察当局、地方公共団体、関係機関・団体等（以下この項にお

いて「警察当局等」という。）との緊密な連携及び協力に努め、交通安全対策に

取り組むものとするとともに、警察当局等が主催する交通安全を目的とする行事

及び運動には、当該部隊等の隊務に支障のない範囲で協力するものとする。 

 （車両責任者） 

第５条 部隊等の長は、部下隊員のうちから車両責任者を指定するものとする。 

 （車両責任者の責務） 

第６条 車両責任者は、部隊等における車両の管理及び運用に関する事項その他必

要な施策の実施に努めなければならない。 

２ 車両責任者は、最新の道路交通法規に関する知識の習得に努めるとともに、車

両事故（海上自衛隊一般事故調査及び報告等に関する達（昭和４３年海上自衛隊

達第２３号）第８条に規定する車両事故をいう。以下この条、第２９条及び第３

０条において同じ。）の発生を未然に防止するため、車両事故に関する知識の普

及及び車両事故防止に関する意識の啓発を図り、並びに車両事故があったときは、

その原因を分析究明しその成果を車両事故防止に係る施策に反映しなければなら

ない。 

 （操縦手） 

第７条 車両は、道路交通法に規定する都道府県公安委員会の運転免許（仮運転免

許を除く。次項及び第３１条において「運転免許」という。）を受けた者でなけ



れば操縦してはならない。 

２ 部隊等の長は、前項の運転免許を受けている隊員のうちから操縦資格を有する

者（車両の操縦に要する技量を有する者をいう。）を操縦手に指定するものとす

る。ただし、別表第２項の表に掲げる車両の操縦手に指定する場合にあっては、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に規定する技能講習修了証若しくは

免許の交付を受け、又は特別の教育を受講している者でなければ、当該車両の操

縦手に指定してはならない。 

   第２章 車両の管理 

    第１節 保管場所の確保、駐車 

 （保管場所の確保、駐車） 

第８条 部隊等の長は、当該部隊等が管理する場所に車両を駐車するための保管場

所（以下この条において「保管場所」という。）を確保し、当該車両の保管場所

の管理運営に関し必要な事項を定めるものとする。この場合において、複数の部

隊等の車両を駐車するための保管場所（以下この条において「共用保管場所」と

いう。）を設ける必要があるときは、関係する部隊等の長が協議の上、これらの

車両の共用保管場所を設置することができる。 

２ 車両は、使用し、又は整備する場合を除き、保管場所又は共用保管場所に駐車

しておくものとする。 

    第２節 車両の整備 

 （車両の整備） 

第９条 道路運送車両法及び自動車訓令に定めるもののほか、車両の整備に関し必

要な事項については、海上自衛隊補給本部長（以下「補給本部長」という。）が

あらかじめ海上幕僚長の承認を得て定める。 

    第３節 自動車番号及び標識 

 （自動車番号及び標識） 

第１０条 道路運送車両法及び自動車訓令に定めるもののほか、車両の自動車番号



及び標識に関し必要な事項については、補給本部長があらかじめ海上幕僚長の承

認を得て定める。 

    第４節 車体及び車体内の配管の塗装 

 （車体及び車体内の配管の塗装） 

第１１条 道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）に定めるもの

のほか、車両の車体及び車体内の配管の塗装に関し必要な事項については、補給

本部長があらかじめ海上幕僚長の承認を得て定める。 

    第５節 再資源化預託金等の預託 

 （再資源化預託金等の預託） 

第１２条 使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）に

定める再資源化預託金等の預託については、補給本部長の定めるところによるも

のとする。 

    第６節 車両の安全確保 

 （自動車損害賠償責任保険契約の手続） 

第１３条 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に定める自動車損害

賠償責任保険契約の手続については、補給本部長の定めるところによるものとす

る。 

 （安全運転管理者等） 

第１４条 安全運転管理者等の選任若しくは届出並びに講習受講については、部隊

等の長が同法の定めるところにより実施しなければならない。 

 （安全運転管理者等の責務） 

第１５条 安全運転管理者等は、操縦手が長距離又は長期間の運行に従事する場合

であって、疲労等により安全な操縦をすることができないおそれがあるときは、

あらかじめ交替するための操縦手を準備しなければならない。また、任務遂行上

真にやむを得ない場合のほか、操縦手に２時間以上の連続操縦及び１日８時間以

上の操縦をさせてはならない。 



２ 安全運転管理者等は、操縦手に対して、運行を含む業務を実施する日の出勤後

から運行の開始前まで及び運行の終了後から退庁時までにおいて、目視等及びア

ルコール検知器による酒気帯びの有無の確認を行うものとし、異常を認めた場合

は、直ちに部隊等の長に報告するものとする。 

３ 部隊等の長は、安全運転管理者等の業務を代行する者を指定し、前項の確認を

行わせることができる。 

４ 第２項の酒気帯びの有無の確認結果は、別記様式第１による車両使用請求・運

行指令書（以下「車両使用請求・運行指令書」という。）及び別記様式第２によ

る車両運行指令書（以下「車両運行指令書」という。）に記録することを基準と

する。ただし、これにより難い場合は、部隊等の長が別に様式を定めることがで

きる。 

５ 安全運転管理者等の選任を要しない部隊等においては、車両責任者が安全運転

管理者等の業務を実施するものとする。 

６ 第１項から第４項までの規定は、前項の規定により車両責任者が安全運転管理

者等の業務を実施する場合に準用する。この場合において、第１項から第３項ま

での規定中「安全運転管理者等」とあるのは、「車両責任者」と読み替えるもの

とする。 

 （車両用消火器） 

第１６条 車両には、補給本部長が定める車両用消火器の装備基準に従い車両用消

火器を備え付けなければならない。 

２ 操縦手は、前項の規定により備え付けられた車両用消火器の耐圧性能、構造及

び操作方法その他車両用消火器の能力についての知識及び技能の習得に努めなけ

ればならない。 

 （火薬類及び危険物の輸送及び取扱い） 

第１７条 操縦手は、消防法・銃砲刀剣類所持等取締法・火薬類取締法等関係法令

を遵守し、火薬類及び危険物の輸送及び取扱い上の危害を防止するために必要な



措置を講じなければならない。 

   第３章 車両の運用 

    第１節 車両の使用 

 （使用許可権者） 

第１８条 車両の使用に係る権限を有する者（次項及び次条において「使用許可権

者」という。）は、部隊等の長とする。 

２ 使用許可権者は、前項に規定する権限の一部を当該部隊等の車両の管理及び運

用を所掌する部署の幹部自衛官その他これに相当する事務官等に委任することが

できる。 

 （使用手続） 

第１９条 車両を使用しようとする者は、当該車両の管理及び運用を所掌する部署

と調整の上、車両使用請求・運行指令書に必要事項を記入し、当該車両使用請求

・運行指令書を使用許可権者に提出するものとする。ただし、車両（走行器材類

及び定期運行等に用いる車両に限る。）は、車両運行指令書を使用日ごとに作成

の上、その都度、使用許可権者の許可を得て使用することができる。 

２  使用許可権者は、前項の規定により提出された車両使用請求・運行指令書を審

査し、当該車両使用請求・運行指令書に記載された車両の使用を適当と認めた場

合、当該車両の使用を許可し、当該車両使用請求・運行指令書を第５条第１項の

規定により指定した車両責任者に送付するものとする。 

 （特別の使用の場合の特例） 

第２０条 部隊等の長は、次の各号に掲げる輸送については、特別の必要があると

して車両の使用を許可することができる。この場合において、部隊等の長は、当

該部隊等の車両の装備状況及び操縦手の指定状況その他の状況を勘案して車両の

使用について判断しなければならない。 

  (1) 部外行事への参加及び部内行事の実施のための部外の人員、器材等の輸送 

  (2) １等海佐以上の幹部自衛官（定員上１等海佐以上の職にある幹部自衛官を含



む。）及びこれに相当する事務官等の通勤のための輸送（同一方面から通勤す

る者が２人以上いる場合においては努めて乗り合わせを励行するものとし、当

該部隊等から約１５キロメートル以上の距離から通勤する場合等においては、

途中の最寄りの公共交通機関発着所までの使用を例とする。） 

  (3) 部隊等の付近の公共交通機関、道路、天候気象、居住地その他一切の事情を

考慮して公共交通機関の利用が甚だしく不便と認める地区における居住地又

は最寄りの公共交通機関発着所と所属部隊等との間の通勤のための輸送 

    第２節 運行 

 （保安基準） 

第２１条 車両は、道路運送車両法の適用を受ける車両にあっては同法に定める保

安基準に、同法の規定が適用されない車両にあっては自動車訓令第１０条の規定

により防衛大臣が定める保安基準にそれぞれ適合するものでなければ、これを運

行してはならない。 

 （操縦手及び整備担当部隊等の遵守事項） 

第２２条 操縦手は、命令及び道路交通法規を遵守して車両を運行しなければなら

ない。 

２ 操縦手は、車両を運行するときは、運転免許証及び車両使用請求・運行指令書

若しくは車両運行指令書を携行し、自動車検査証を当該車両に備え付けなければ

ならず、また、必要と認める附属工具を当該車両に備え付けるものとする。 

３ 操縦手は、自己が操縦手として指定された車両に係る技術刊行物（取扱説明書

を含む。）に基づき、当該車両の点検を行うものとする。 

４ 操縦しようとする操縦手は、睡眠不足、過労その他心身の異常等の理由により

車両の操縦に不安を感じるときは、直ちにその旨を車両責任者又は乗務員（第２

４条第１項に規定する車長及び第２５条第１項に規定する助手をいう。）に申し

出なければならない。 

５ 操縦手及び整備担当部隊等（補給本部長が定める車両整備の任務を有する部隊



等をいう。）は、車両の状態に不具合を認めた場合には、そのまま運行し、若し

くは運行させ、及び放置し、若しくは放置させることなくその不具合箇所の早期

復旧に努めるとともに、必要に応じ関係者に報告し、相互に連絡協力するものと

する。 

 （運行の終了後の点検） 

第２３条 車両責任者は、運行の終了後、車両使用請求・運行指令書又は車両運行

指令書を運行を行った操縦手から受領し、異状の有無を点検しなければならない。 

 （車長） 

第２４条 車両に乗務し、経路の選定、速度の規制、休憩場所の選定、時間の配分、

積荷の保全等運行の安全に責任を有する者を「車長」という。 

２ 操縦手及び次条第１項に規定する助手（以下この項において「助手」という。）

をもって車両を運行する場合には、当該車両の乗務員（操縦手及び助手をいう。）

のうち、先任の者が車長となるものとする。 

 （助手） 

第２５条 通常助手席に乗務し、次の事項を行って操縦手を補佐する者を「助手」

という。 

  (1) 車両の点検及び手入れの補助 

  (2) 乗車人員及び積荷の点検、確認及び修正 

  (3) 交通信号、側方及び後方の状況に対する助言（道路交通法規の遵守に関する

事項を含む。） 

  (4) 操縦手の居眠り運転防止の対策 

  (5) 他の車両との連絡及び車両の誘導 

  (6) 前各号に掲げるもののほか、操縦手に対する必要な援助 

２ 部隊等の長は、大型自動車（道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０

号）第２条の表に規定する大型自動車をいう。）を当該部隊等が管理する場所以

外において運行する場合には、必要に応じて助手を乗務させるものとする。 



 （同乗者） 

第２６条 乗務員（車長、操縦手及び助手をいう。次項において同じ。）と共に車

両に同乗している者を「同乗者」という。 

２ 同乗者は、その輸送について乗務員の指示に従わなければならない。 

    第３節 緊急自動車 

 （申請手続） 

第２７条 自衛隊用自動車が緊急自動車の指定を受ける場合の手続等に関する訓令

（昭和５８年防衛庁訓令第２５号。以下この条及び次条において「緊急自動車指

定手続等訓令」という。）第２条第１項の表に掲げる海上自衛隊の用に供する自

動車のうち、緊急自動車（道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号）第１

３条第１項に掲げる自動車をいう。）の指定を受けることができる自動車は、次

の各号に掲げる自動車とする。 

  (1) 消防車 

  (2) 救急車 

  (3) 警務隊の用に供する自動車 

  (4) 前３号に掲げるもののほか、緊急自動車として指定を受ける必要のある自動

車 

２ 緊急自動車指定手続等訓令第２条第１項に規定する緊急自動車の指定の申請を

行う者は、次の各号に掲げる者とする。 

  (1) 地方総監 

  (2) 海上自衛隊東京業務隊司令 

  (3) 海上自衛隊第１術科学校長 

 (4) 海上自衛隊航空補給処長 

  (5) 海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院の長 

  (6) 航空群司令 

  (7) 教育航空群司令 



３ 前項各号に掲げる者が緊急自動車指定手続等訓令第２条第２項の規定により緊

急自動車の指定を受けようとするときは、あらかじめ別記様式第３による緊急自

動車指定承認申請書（以下この項及び次項において「申請書」という。）を海上

幕僚長に提出し、防衛大臣の承認を受けなければならない。この場合において、

当該申請書の提出は、補給本部長を経由して行うものとする。 

４ 海上幕僚長は、前項の規定により提出された申請書を取りまとめの上、防衛大

臣の承認を受けるための申請手続を行うものとする。 

５ 前２項の規定による申請手続の結果、防衛大臣の承認を受けたときは、海上幕

僚長は、その旨を第３項の規定により申請を行った者（次項及び第７項において

「申請者」という。）に通知するものとする。 

６ 前項の規定による通知を受けた申請者は、緊急自動車の指定を受けた自動車を

使用する部隊等の長にその旨を通報するとともに、当該自動車の使用の本拠の位

置を管轄する都道府県公安委員会において所要の手続を実施するものとする。 

７ 申請者の分任物品管理官又は分任物品管理官たる申請者は、前項に規定する手

続終了後に受け取った緊急自動車指定書の写しを補給本部長に送付するものとす

る。 

 （緊急自動車としての使用） 

第２８条 部隊等（緊急自動車を装備している部隊等に限る。）の長は、緊急自動

車指定手続等訓令第３条第１号から第４号までに掲げる場合のほか、次の各号の

いずれかに該当する場合には、あらかじめ防衛大臣の承認を受けた上で緊急自動

車としての使用を命ずることができる。 

  (1) 航空救難に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓令第５６号）に定める航空救難

の実施に関し必要がある場合 

  (2) 傷病者、血液又は献血者の緊急搬送（災害派遣の場合を除く。）に当たって

必要がある場合 

    第４節 車両事故の場合の措置等 



 （車両事故の場合の措置等） 

第２９条 車両事故があったときは、当該車両事故に係る車両の操縦手その他の乗

務員（同乗者を含む。次項において「操縦手等」という。）は、道路交通法第４

章第２節に定めるところに従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、操縦手等は、部隊等の長に対しできる限り速やか

に当該車両事故が発生したことを電話その他適当な方法によって速報するととも

に、当該車両事故が自衛隊の基地内で発生したものである場合にあっては、最寄

りの警務隊にも通報するものとする。 

    第５節 車両事故の発生の報告 

 （車両事故の発生の報告） 

第３０条 車両事故の発生を察知し、又は認めた部隊等の長は、海上自衛隊一般事

故調査及び報告等に関する達第３章に定めるところに従い必要な報告を行わなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する報告のほか、車両責任者は、車両事故報告書（別記様式第４）

に掲げる項目について記入し、当該車両事故報告書を２部作成して部隊等の長及

び当該部隊等の分任物品管理官にそれぞれ提出するものとする。 

   第４章 雑則 

 （運転免許を受けていない者が操縦する場合の特例） 

第３１条 部隊等の長が定める教育訓練計画に基づいて操縦に関する技能の習得を

命じられている隊員は、運転免許を受けていない場合であっても、当該操縦の教

育訓練に従事する教官（第７条第２項に規定する操縦資格を有する者に限る。）

の指導下において、操縦することができる。 

 （所在地を同じくする部隊等の車両の管理及び運用） 

第３２条 所在地を同じくする部隊等の長は、車両の能率的かつ経済的な運用を図

るため、相互に調整・協力するものとする。この場合において、次の各号に掲げ

る部隊等については、当該各号に定める者が総合調整を行い、車両の管理及び運



用に関し必要な事項を定めるものとする。 

  (1) 東京都（特別区に限る。）に所在する部隊等 海上幕僚長 

  (2) 地方総監部の所在地と同一の部隊等及びこれと隣接して、又は近接してこれ

と一体的に車両を管理し、及び運用する必要がある部隊等（第２３航空隊及び

第２５航空隊を含む。） 地方総監 

  (3) 航空基地に所在する部隊等（第２３航空隊及び第２５航空隊を除く。） 航

空群司令又は教育航空群司令 

  (4) 江田島地区に所在する部隊等 海上自衛隊第１術科学校長 

 （東京地区部隊等の車両の管理及び運用） 

第３３条 東京地区部隊等（海上幕僚監部並びに東京都に所在する海上自衛隊の防

衛大臣直轄部隊及び機関をいう。）における車両の管理及び運用に関し必要な事

項は別に定める。  

 （車両操縦手勤務記録表） 

第３４条 部隊等の長は、操縦手ごとに別記様式第５に掲げる項目について記入し、

車両操縦手勤務記録表として作成・保管するものとする。 

２ 車両操縦手勤務記録表の様式は、別記様式第５のとおりとする。 

３ 車両操縦手勤務記録表は、当該操縦手の異動等の場合には、異動等先の部隊等

（車両を装備していない部隊等を含む。）の長に移管するものとする。 

 （諸記録の保存期間） 

第３５条 次の各号に掲げる諸記録の保存期間は、それぞれ当該各号に定めるとお

りとする。 

  (1) 車両使用請求・運行指令書 年度ごとにまとめたものを当該年度の翌年度の

４月１日から起算し１年 

  (2) 車両運行指令書 年度ごとにまとめたものを当該年度の翌年度の４月１日

から起算し１年 

  (3) 車両事故報告書 年度ごとにまとめたものを当該年度の翌年度の４月１日



から起算し３年 

 （委任規定） 

第３６条 この達に定めるもののほか、この達の実施に関し必要な事項は、部隊等

の長が定めるものとする。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１（第１５条、第１９条、第２２条、第２３条、第３５条関係） 

 



 

 



別記様式第２（第１５条、第１９条、第２２条、第２３条、第３５条関係） 

 



 



附 則 

 この達は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

「発行区分：Ｂ」「例規」 

 

 


